
事業名

事業主体

事業内容

採択時 目標

① 80%未満 10ポイント以上増加

② 80～90％未満 5ポイント以上増加

③ 90～95%未満 95%以上へ

④ 95%以上 シェア引き上げ

⑤ 100% 100％を維持

(1)国営土地改良事業の受益者負担金

(2)独立行政法人水資源機構事業の受益者負担金

(3)国立研究開発法人森林総合研究所事業の受益者負担金

(4)土地改良法に基づき国の補助を受ける事業として実施された土地改良事業の受益者負担金

(5)その他土地改良事業に要する経費に充てるための借入に係る償還金

対象となる
負担金

■担い手要件：
  　　　「担い手」とは、農家負担金軽減支援対策事業実施要領第５に定めるもの（同要
　　　　領第５の３を除く）又は、地域計画のうち目標地図に位置付けられた者をいう。
　　　　また、次のいずれかに該当する者も「担い手」とすることができる。

水田・畑作経営所得安定対策等支援事業

全国土地改良事業団体連合会

　　経営所得安定対策の導入など、力強い農業構造の実現を支援するため、担い手への農用
　地の利用集積率の増加が見込まれる地区に対して、対象事業地区に係る農家負担金の５/６
　の無利子融資を行う。

　　　貸付限度額：　土地改良事業の農家負担金の５／６
　　　貸付期限：　　２５年以内（据置期間を含む）
　　　貸付利率：　　無利子

採択要件

　　平成6年度以降採択の土地改良事業等（国営事業等の場合は、平成19年度以降償還開始
　地区を含む）であって、以下のいづれかを満たすもの。
　　①経営所得安定対策等支援計画で定める目標年度までに担い手農地集積率が一定の割合
　　　で増加することが確実と見込まれること。
　　②高収益作物の生産額がおおむね２０％以上増加することが確実と見込まれること。
　　③輸出事業計画との連携が図られること。

■増加割合（担い手農地集積率）：

　　※目標年度

　　　　対象事業の完了年度から4年、完了事業の場合は本事業の着手から5年以内で設定する。

　　　　⑤農業生産活動規範を遵守する家畜の飼養・生産を行う認定農業者

　　　　④果樹産地構造改革で定める産地計画に記載される内容に該当

　　　　③野菜の産地強化計画に規定する産地強化計画に位置付けられた者

　　　　②砂糖及びでん粉原材料かんしょに関する支援対象者

　　　　①エコファーマー

無利子貸付
認定期間：

Ｈ１９年度からＲ１１年度まで

事業実施期間：

Ｈ１９年度から

注）事業完了地区では残元金の５／６以内での貸付けを受けることにより、借換え資金としても活用できる。

・認定農業者

・集落営農組織

・認定新規就農者

・地域計画のうち目標地図に

位置付けられた者

 ４


